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教員の資質向上について

今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申） 平成18年7月11日中央教育審議会

教員の資質向上方策の抜本的な見直しに関する検討について

教員免許更新制等の今後の在り方について

教員の資質向上方策の抜本的な見直しに係る検討課題について

教員免許制度の抜本改革に係る調査検討事業

現在の教員の資質向上等のイメージ

教員養成・免許制度について

教員免許更新制の概要

諸外国における教員養成・免許制度について

教員研修の実施体系

初任者研修の概要

１０年経験者研修の概要

教員数（国・公・私立学校）

公立小・中学校年齢別教員数

所有免許状別教員構成等

免許状取得者数及び教員採用者数について

国立の教員養成大学・学部の入学定員

教職大学院の概要

教職大学院及び修士課程（教員養成系）の現状

教職大学院の質の保証
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●大学における養成が原則
●教職課程の認定を受けた学科等において、教科に関する科目、教職に関す
る科目などを修得することにより、採用当初から学級や教科を担任し、教科指
導、生徒指導等を実践するために必要な最小限の資質能力を養成

●都道府県・指定都市教育委員会等
において採用選考試験を実施

●多面的な人物評価の一層の推進
・面接試験・実技試験の重視
・様々な社会体験等の評価

●都道府県教育委員会等における研修
・初任者研修 ・１０年経験者研修
・教職経験者研修 等

●国（教員研修センター）における研修
・各地域において中心的な役割を担

う教職員に対する学校管理研修
・喫緊の重要課題研修 等

●指導が不適切な教員に対する人事管理システムの適切な運用
●新しい教員評価システム ●優秀教員表彰

●教員養成課程の改善（「教職実践演習」の導入等）
●教職大学院の設置
・大学院段階における教員養成課程を充実し、高度かつ実践的な教員養成を行う
●教員免許更新制の実施
・教員が定期的に最新の知識技能を身につけることで教員が自信と誇りを持って
教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることが目的。
・免許状に１０年の有効期間を定める。有効期間の満了までの２年間に、３０時間
以上の免許状更新講習を修了することが必要。（教員免許更新制の在り方につい
ては、教員の資質向上方策の抜本的な見直しの中で検討を行う。）

教 員 の 資 質 向 上 に つ い て
教員の資質能力の向上については、日頃の教育実践や教員自身の研鑽を基本としつつ大学等における「養成」、都道府

県・指定都市教育委員会等による「採用」、そして教員になってからの「研修」という各段階を通じて、様々な施策が体系的に
行われている。

最近の取組

養成
採用 研修

適切な人事管理

教員養成・採用・研修等の各段階を通じた教員の資質向上 教員の資質向上方策の抜本的見直し

●教員の資質向上方策の抜本的な見直しに着手

・平成２２年度政府予算（74百万円）

教員免許制度の抜本改革に係る調査検討事業

・大学、教育委員会、教育関係団体等を対象として、
意見・提案募集を実施

・本年４月１７日よりWebサイト「熟議カケアイ」を新
設。教員の資質向上などについて５月中を目途に
「熟議」を実施

●総理大臣から文部科学大臣への指示
将来の日本を支える人材を育てるため、教員の資

質や数を充実することなどにより、質の高い教育を
実現する。

●教員養成課程の充実など教員の資質向上方策
の抜本的な見直しの実施

●教員の質を充実させることにより教員の教育力を
向上させ、質の高い教育を実現
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◎採用選考の改善・充実
・人物評価の一層の充実
・教職課程の履修状況の適切な評価

・採用スケジュール全体の早期化
・受験年齢制限の緩和・撤廃、民間
企業経験者や退職教員の活用等、
多様な人材の登用促進 等

◎現職研修の改善・充実
・１０年経験者研修の内容等の見直し
◎人事管理の改善・充実
・条件附採用制度の厳格な運用や、指導力不足教
員に対する人事管理システムによる分限制度の厳
格な適用を一層推進
◎教員評価の推進
・一人一人の教員の能力や業績を適正に評価し、そ
の結果を処遇に適切に反映

◎教職課程の質的水準の向上
（上記と同じ。）

◎教職大学院の設置
（上記と同じ。）

【養成段階】

教員のライフステ－ジ 【採用段階】 【現職段階】

現在、教員に最も求められていることは、広く国民や社会から尊敬と信頼を得られる存在となること。養成、採用、研修等の改革を総合的に進める必要があるが、
とりわけ教員養成・免許制度の改革は、他の改革の出発点に位置付けられるものであり、重要。

現在、教員に最も求められていることは、広く国民や社会から尊敬と信頼を得られる存在となること。養成、採用、研修等の改革を総合的に進める必要があるが、
とりわけ教員養成・免許制度の改革は、他の改革の出発点に位置付けられるものであり、重要。

改革の方向改革の方向

①大学の教職課程を、教員として必要な資質能力を確実に身に付けさせるものに改革する。①大学の教職課程を、教員として必要な資質能力を確実に身に付けさせるものに改革する。 ②教員免許状を、教職生活の全体を通じて、教員として必要な資質能力を
確実に保証するものに改革する。

②教員免許状を、教職生活の全体を通じて、教員として必要な資質能力を
確実に保証するものに改革する。

改革の具体的方策改革の具体的方策

１：教職課程の質的水準の向上１：教職課程の質的水準の向上 ２：教職大学院制度の創設２：教職大学院制度の創設 ３：教員免許更新制の導入３：教員免許更新制の導入 ４：その他４：その他

◆趣旨
免許状に有効期限を付し、免許状の取得後も、そ

の時々で求められる教員として必要な資質能力が保
持されるよう、定期的に必要な刷新（リニューアル）を
図るための制度として、更新制を導入

◆免許状の有効期限 １０年間

◆上進制度

勤務実績を適
切に評価する
方向で改善

◆取上げ事
由の強化

分限免職処
分を受けた者
の免許状の取
上げを可能と
する方向で強
化

改革の重要性改革の重要性

・「教職指導」の実施を法令上、明確化
教職課程全体を通じて、学生に対するきめ細か

い指導、助言、援助を充実

◆教職課程に係る事後評価機能や認定審査の充
実

是正勧告や認定取消を可能とする仕組みの整備

・「教職実践演習（仮称）」の新設・必修化（２単位）
「使命感や責任感、教育的愛情等を持って、教科指
導、生徒指導等を実践できる資質能力」を最終的に
形成し、確認

◆更新の要件を満たさなかった場合、免許状は失
効

（但し、同様の講習の受講により再授与の申請は可能）

◆更新要件
有効期限内に免許更新講習を受講・修了すること
（直近２年間で３０時間）
（講習は、使命感や責任感等をもって指導を実践でき

る力、その時々で必要な資質能力に刷新（リニューア
ル）する内容）

◆現職教員にも更新制を適用
免許状に有効期限は付さないが、１０年ごとに同様の

講習の受講を義務付け、修了しない場合は免許状は失効

◆名称 教職大学院

◆修業年限 標準２年

◆修了要件
２年以上在学し、４５単位以上修得（１０単位以
上は学校における実習）

◆教育課程・方法

・体系的に開設すべき授業科目の領域（５領域）を

定め、すべての領域にわたり授業科目を開設

・事例研究、フィールドワーク等

◆教員組織 実務家教員４割以上

◆目的・機能

－学部段階で責任を持って教員として必要な資質能力－学部段階で責任を持って教員として必要な資質能力
を確実に身に付けさせるための改革を確実に身に付けさせるための改革－

－より高度な専門性を備えた力量ある教員を養成し－より高度な専門性を備えた力量ある教員を養成し､､教職教職

課程改善のモデルとなる「教職大学院」制度の創設－課程改善のモデルとなる「教職大学院」制度の創設－
－養成段階を修了した後も、教員として－養成段階を修了した後も、教員として

必要な資質能力を確実に保証する－必要な資質能力を確実に保証する－

・実践的な指導力を備えた新人教員の養成

・現職教員を対象に、スクールリーダー（中核的・指
導的な役割を担う教員）の養成

◆大学における組織的指導体制の整備

・各大学の「教員養成カリキュラム委員会」の機
能 の充実・強化

・教育実習における大学の責任ある対応を法令
上、明確化
大学の教員と実習校の教員が連携して指導能力、適
性等に問題のある学生は実習に出さない

今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申） 平成１８年７月１１日中央教育審議会
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教員の資質向上方策の抜本的な見直しに関する検討について

平成２１年
○１０月２１日 「教員免許更新制等の今後の在り方について」を公表。

平成２２年
○ １月～３月 大学、教育委員会、教育関係団体等を対象として、意見・提案募集を実施。

（結果は現在整理中。）

○ ４月１７日 Webサイト「熟議カケアイ」を新設。教員の資質向上などについて５月中を
目途に「熟議」を実施。

○ ６月３日 教員の資質向上方策の抜本的な見直しについて中央教育審議会に諮問。

【今後の予定】
○ ６月～７月 調査機関（三菱総研）に委託して、学校関係者、保護者等に対するアン

ケート調査を実施予定。

検討の経緯及び予定
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教員免許更新制等の今後の在り方について

教員免許更新制等の今後の在り方について、文部科学省としての現時点における方針
は以下のとおりですので、お知らせします。関係各位におかれては、これを踏まえ、引き続
きの取組をお願い申し上げます。

１．教員の資質向上のための教員免許制度の抜本的な見直し（教員養成課程の充実や専門
免許状制度の導入の検討を含む。）に着手し、必要な調査・検討を開始します。このため、
平成２２年度予算概算要求に所要の経費を計上しています。

２．当省においては、上記調査・検討において、現行制度の効果等を検証する予定であり、新
たな教員免許制度の内容及び移行方針を具体化する中で、現在の教員免許更新制の在り
方についても結論を得ることとしています。

この検討は、拙速を避け、学校関係者、大学関係者などの意見を十分に聞きながら行う
予定です。

３．なお、上記調査・検討の結論が得られ、これに基づく法律改正が行われるまでの間は、現
行制度が有効です。このため、平成２２年度予算概算要求において、山間地離島へき地等
の学校の教員、少数教科科目を担当する教員、障害のある教員などを対象とする講習を
大学が開設するための経費を国が補助するため、所要の経費を計上しています。

４．本件の今後の進捗状況については、適時適切に情報提供する予定です。

平成21年10月21日

文 部 科 学 省
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教員の資質向上方策の抜本的な見直しにあたっては、国民や関係者の理解を得ることが不可欠。
そのため、幅広い視点に立ち、教員の資質向上を図るためのあらゆる課題について検討を行うことが必要。

１．教員に求められる資質能力について
養成段階・採用段階・現職段階（初任・中堅等）において、教員に求められる資質能力はそれぞれ何か。

２．教員免許制度の果たすべき役割について
（１）各段階で求められる資質能力を、教員免許制度及び任用制度において、それぞれどのように確保すべきか。

《参考：現行の資質能力の確保方策》
免許制度：免許状の授与、上進、教員免許更新制
任用制度：教員採用、初任者研修、十年経験者研修、指導改善研修

（２）現行制度が前提としている大学における養成の原則や、開放制の原則についてどう考えるか。

３．大学の教員養成課程の在り方について
（１）養成カリキュラムについて

① 教員養成課程において取り扱うべき内容は何か。
② 教員養成課程はどのような課程でどの程度の規模や期間とすべきか。現職教員への適用をどのようにするのか。
③ 実践的指導力を身に付けるために必要な方策は何か。

（２）大学の組織体制の在り方について
上記（１）を実現するため、どのような教員養成課程の組織体制の構築が考えられるか。また、その場合必要な実施経費

について、どのようなことが考えられるか。

（３）質の保証について
大学評価システムの改革動向を踏まえ、養成課程の質の確保をどのように行うべきか。（課程認定審査の厳格化、課程認

定の事後評価・確認制度の導入、コアカリキュラムの導入等）
（４）教育委員会の役割について

教員養成において教育委員会が一定の役割を担うことは考えられないか。

４．現職教員の資質向上の在り方について
（１）現職教員の資質向上において、教員免許制度をどのような役割・機能を果たすべきものとして設計するか。
（２）十年経験者研修等の研修制度との関係をどのように整理し、見直すべきか。
（３）現職教員の質の確保の方策としての教員免許更新制をどう考えるか。
（４）現職教員の研修における大学の役割を高めることは考えられないか。

平成２２年１月２１日大学・教育委員会等に対して意見把握を実施する際に配布

教員の資質向上方策の抜本的な見直しに係る検討課題について
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教員免許制度の抜本改革に係る調査検討事業
平成２２年度予算額 ７４百万円

学校、教育委員会、大学関係者、保護者等

教員の資質向上を図るため、教員養成課程の充実など教員の資質向上方策を抜本的に見直すこととしており、
このため教員免許更新制の効果検証等を含め、必要な調査・検討等を行う。

調査 回答

○調査票の検討・調整
○調査の実施 （講習受講者、非受講者、学校長等、教育委員会、

大学、保護者等）
○調査票の回収・集計
○分析結果のまとめ

○調査票の検討・調整
○調査の実施 （教員、学校長等、教育委員会、大学、保護者等）
○調査票の回収・集計
○分析結果のまとめ
○諸外国制度についての実態調査
○教員の資質能力調査

調査委託先機関

１．教員免許制度の抜本改革に係る調査

２．教員免許更新制の効果検証に係る調査

（１）委託先：株式会社三菱総合研究所

（２）調査期間：平成２２年４月９日～平成２２年８月３１日
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現在の教員の資質向上等のイメージ
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（
教
育
委
員
会
）
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教員は、教育職員免許法により授与される各相
当の免許状を有する者でなければならない（免許
法第３条第１項）。

教員は、教育職員免許法により授与される各相
当の免許状を有する者でなければならない（免許
法第３条第１項）。

１． 免許状主義と開放制の原則

免許状主義免許状主義

我が国の教員養成は、一般大学と教員養成系大
学とがそれぞれの特色を発揮しつつ行っている。

我が国の教員養成は、一般大学と教員養成系大
学とがそれぞれの特色を発揮しつつ行っている。

開放制の原則開放制の原則

① 普通免許状

（有効期間１０年）

① 普通免許状

（有効期間１０年）
② 特別免許状

（有効期間１０年）

② 特別免許状

（有効期間１０年）
③ 臨時免許状

（有効期限３年）

③ 臨時免許状

（有効期限３年）

それぞれ学校種別 （ 中学校・高等学校については教科別 ）

○ 授与権者

都道府県教育委員会

○ 免許状の有効範囲

・普通免許状 ： 全ての都道府県

・特別免許状 授与を受けた
都道府県内

・臨時免許状

専修免許状（修士課程修了程度）専修免許状（修士課程修了程度）

一種免許状（大学卒業程度）一種免許状（大学卒業程度）

二種免許状（短大卒業程度）二種免許状（短大卒業程度）

教員養成・免許制度について

２．免許状の種類
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① 「大学における養成」が基本。

② 現職教員の自主的な研鑽を促すため、一定の教職経験を積み、大学等で所要単位を修得した者に、上位免許状を授与する途を
開いている。

① 「大学における養成」が基本。

② 現職教員の自主的な研鑽を促すため、一定の教職経験を積み、大学等で所要単位を修得した者に、上位免許状を授与する途を
開いている。

学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒教科に関する科目

教職に関する科目

普通免許状普通免許状 Ｈ２０年度授与件数： ２１７，６２６件

（内訳） 専修免許状： １５，５９９件 一種免許状：１５４，５９０件 二種免許状： ４７，４３７件

普通免許状を有する者を採用できない場合に限り、
例外的に授与する「助教諭」の免許状

○ 授与要件

都道府県教育委員会が行う教育職員検定（人物・
学力・実務・身体）の合格

普通免許状を有する者を採用できない場合に限り、
例外的に授与する「助教諭」の免許状

○ 授与要件

都道府県教育委員会が行う教育職員検定（人物・
学力・実務・身体）の合格

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ
迎え入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合
格により授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること

②社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見
を有すること

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ
迎え入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合
格により授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること

②社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見
を有すること

特別免許状特別免許状 臨時免許状臨時免許状Ｈ２０年度授与件数： ５６件

（平成元～Ｈ２０年度総授与件数：３４６件）

Ｈ２０年度授与件数：

９，５９８件

優れた社会人を学校現場へ迎え入れるため、

免許状を有しない者を教科等の一部領域（例：

看護、芸術等）を担任する非常勤講師に充てる

ことができる。

優れた社会人を学校現場へ迎え入れるため、

免許状を有しない者を教科等の一部領域（例：

看護、芸術等）を担任する非常勤講師に充てる

ことができる。

① 特別非常勤講師① 特別非常勤講師

中学校や高等学校の教諭の免許状を有する者は、小学校において、相当

する教科等の教諭等となることができる。（例：中学校の理科の教員が、小

学校の理科授業を行う）
高等学校の専門教科等の免許状を有する者は、中学校において、相当す

る教科等の教諭等となることができる。

中学校や高等学校の教諭の免許状を有する者は、小学校において、相当

する教科等の教諭等となることができる。（例：中学校の理科の教員が、小

学校の理科授業を行う）
高等学校の専門教科等の免許状を有する者は、中学校において、相当す

る教科等の教諭等となることができる。

② 専科担任制度② 専科担任制度
Ｈ２０年度届出件数：

２１，３５９件

Ｈ１４．７．１～Ｈ２１．３．３１の合計件数：
中学校免許状による小学校専科担任数 ２４，０７０件

高等学校免許状による小学校専科担任数 ４，６０８件

高等学校免許状による中学校専科担任数 ７８０件

３．免許状主義の例外
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１．免許状の有効期間の更新

教 員 免 許 更 新 制 の 概 要
教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に最新の知識技能を身に付けることで、教員が自信と誇りを持っ

て教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることが目的。 ＜教員免許更新制の導入：平成２１年４月１日＞

（１） 普通免許状及び特別免許状に１０年の有効期間を定める。
（２） 都道府県教育委員会は、以下の者から申請があった場合に、その免許状の有効期間の更新をすることができる。

① 文部科学大臣の認定を受けた３０時間以上の免許状更新講習の課程を修了した者
② 免許状更新講習の受講を免除される者

○ 教員を指導する立場にある者
○ 優秀教員表彰者 ※知識技能が不十分な者は不可

（３）現職教員にも同様の制度を適用する。
○ 旧免許状（平成２１年３月３1日以前に授与された免許状）には有効期間は定められない。
○ 旧免許状を有する教育職員及等は、免許状更新講習を修了確認期限までに修了しなかった場合、その者の

免許状は効力を失う。

○ 受講対象者は、毎年約８５，０００～８９，０００人程度

２．免許状更新講習

（１）免許状更新講習を開設できる者
大学、指定養成機関、都道府県等の教育委員会、独立行政法人・公益法人など

（２）免許状更新講習の内容
①教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動向及び学校の内外における連携協力についての理解

に関する事項（１２時間以上）

②教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項（１８時間以上）

○ 平成２２年度予算において、教員免許制度の抜本的な見直しの方向性が示されるまでの間、へき地等で講習を開設
する大学への補助など、大学における教員の現職教育への支援等を行うための経費として約２億４千万円を計上

３．実施のための取組
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諸外国における教員養成・免許制度について

幼・小・中学校

・・・・４週間

高等学校

・・・・２週間

不明学士課程（３年）

・・・・１４週間

修士課程（１～２年）

・・・・ ４週間

計 １８週間

（ニーダーザクセン州の
場合。

州により異なる。）

４年制養成課程

・・・・３２週間以上

教職専門課程

・・・・１８～２４週間

１２週間以上が２２州

（２００２年。

州により異なる。）

教育
実習
期間

・大学での所要単
位及び学士等の
資格を得た者に授
与（申請により都
道府県教育委員
会が授与）

・学校種、教科別
の免許状で専修、
一種、二種の３種
類

・修士号（初等教育教
員は教育学専攻、中
等教育教員は教職科
目履修を含む各領域
専攻）が教員免許に
相当

・第二次国家試験合格
後に州が資格を認定

・学校種類別の資格を
認める州と教育段階別
の資格を認める州があ
る

・教育大臣が認定した養
成課程の修了者に正教
員としての資格が与えら
れる

・学校種、教科の別はな
い

・州が免許状を発行

・免許状は教育段階別。
（一般に初等教員免許状、
中等教員免許状）

免許
等

無（１年間の条件
附採用期間と初任
者研修を義務）

無有（第一次国家試験合
格又は修士号取得後に
１～２年）

無無試補
勤務

無無有（第一次国家試験又
は修士号取得試験、及
び第二次国家試験）

無有（試験の方法・内容は
州により異なる）

資格
試験

大学（４年）におけ
る教員養成が標準

大学の教員養成課程
（５年）

大学の教員養成課程

（３．５年～５年）

高等教育機関の教員養
成課程（３～４年）又は学
士取得者を対象とした教
職専門課程（１年）

４年制大学（４年間の学
士号取得課程が主流で
あるが、延長型の５年課
程や大学院課程もある）

養成
機関

日本フィンランドドイツイギリスアメリカ
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●各地域で学校教育において中心的な役割を担う校長・教頭等の教職員に対する学校管理研修

1年目 5年目 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目

中堅教員研修 校長・教頭等研修

海外派遣研修（３ヶ月以内、６ヶ月以内）

●喫緊の重要課題について、地方公共団体が行う研修等の講師や企画・立案等を担う指導者を養成するための研修

・学校組織マネジメントや国語力向上に向けた教育の推進のための指導者育成研修等

・教育課題研修指導者の海外派遣プログラム（２週間）

●法定研修（原則として全教員が対象のもの）

●教職経験に応じた研修

●指導が不適切な教員に対する研修

初任者研修 １０年経験者研修

５年経験者研修 ２０年経験者研修

指導改善研修

●職能に応じた研修
生徒指導主事研修など

新任教務主任研修

教頭・校長研修

●専門的な知識・技能に関する研修

教科指導、生徒指導等に関する専門的研修

●長期派遣研修

民間企業等への長期派遣研修

都
道
府
県
教
委
等
が
実
施
す
る
研
修

国
レ
ベ
ル
の
研
修

教員研修の実施体系
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１．目 的：新任教員の実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させる。
２．対 象 者：公立の小学校等の教諭等のうち、新規に採用された者
３．実 施 者：各都道府県、指定都市、中核市教育委員会
４．根 拠 法：教育公務員特例法第２３条（昭和６３年制度創設、平成元年度から実施）

５．研修内容：任命権者が定める。
（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

Ⅰ．校内研修
時間数：週１０時間、年間３００時間程度
講 師：拠点校指導教員、校内指導教員

【実施上の留意点】
・個々の初任者の経験や力量、個々の学校
の抱える課題に重点を置く
・授業の準備から実際の展開に至るまでの
授業実践の基礎（指導案の書き方、板書の
仕方、発問の取り方等）について、きめ細か
く初任者を指導

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅱ．校外研修
日 数：年間２５日間程度
研修場所と研修内容
①教育センター等における教科等に関する専門的な指導
②企業・福祉施設等での体験研修
③社会奉仕体験活動研修及び自然体験活動研修
④宿泊研修 （４泊５日程度）
【実施上の留意点】
・校内研修との有機的な連携を保つ
・初任者が自己の問題意識に応じて講師や研修内容を選
択できるようにする
・参加型・体験型研修、課題研究・討論など課題解決的な
研修を多く取り入れる
・異なる規模の学校や他校種での研修等、他の学校での
経験を得る機会を確保する

初任者研修の概要
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１．目 的：個々の能力、適性等に応じて教諭等としての資質の向上を図る。
２．対 象 者：公立の小学校等の教諭等のうち、在職期間が１０年に達した者
３．実 施 者：各都道府県、指定都市、中核市教育委員会
４．根 拠 法：教育公務員特例法第２４条（平成１４年制度創設、平成１５年度から実施）

５．研修内容：任命権者が定める。
（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅲ．研修実施後の評価
研修終了後も、引き続き教諭等の資質の向上を図っていくた
め、研修終了時に、再度、評価を行い、その結果を、当該教
諭等に対する今後の指導や研修に活用していくことが望まし
い。

Ⅰ．評価・研修計画書の作成
①能力、適性等の評価
・都道府県教育委員会は、評価基準を作成し、各学校に配布
・校長は、評価基準に基づき、受講者の能力、適性等について評価を行い、評価の案を市町村教育委員会に提出
・市町村教育委員会は、調整等を行った後、最終的に評価を決定

②研修計画書の作成
・校長は、評価を踏まえ、研修計画書の案を作成
・市町村教育委員会は、評価の結果に基づき、受講者ごとに受講すべき講座等を記載した研修計画書を作成

Ⅱ．研修の実施
①長期休業期間中の研修

日 数：20日間程度※／場 所：教育センター等
講 師：ベテラン教員、指導主事等
規 模：少人数形式
方 法：模擬授業、教材研究、ケーススタディー等

②課業期間中の研修
日 数：20日間程度／場 所：主として学校内
助 言：校長、教頭、教務主任等
方 法：研究授業、教材研究等

１０年経験者研修の概要

「教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令及び教員免許更新制の実施について」
（２０文科初第９１３号）（抄）

第４ その他
１．十年経験者研修をはじめとする現職研修と免許状更新講習の整合性の確保

○ この場合、十年経験者研修制度の実施に当たって発出した「教育公務員特例法の一部を改正す

る法律等の公布について（通知）」（１４文科初第５７５号）において教育センター等において実施する校外
研修の期間を２０日間程度（幼稚園については１０日間程度）を想定するとしているが、例えば、当該校外
研修の期間を現行の日数から５日間程度短縮することも考えられること。
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（平成２１年５月１日現在）

（※ 養護教諭は各学校種に含まれる。）
（出典：学校基本調査）

164,460 164,660920,788921,674 6,0656,083 1,091,3131,092,417合計

(0.4%)(0.4%)(97.4%)(97.5%)(2.2%)(2.1%)

275 28166,915 68,7471,487 1,49068,67770,518特別支援学校

(38.2%)(33.9%)(51.6%)(54.4%)(10.2%)(11.6%)

523 535707 857139 1841,3691,576中等教育学校

(24.5%)(24.6%)(75.3%)(75.1%)(0.2%)(0.2%)

59,097 58,943181,564 179,831565 568241,226239,342高等学校

(5.7%)(5.8%)(93.6%)(93.5%)(0.7%)(0.6%)

14,244 14,630233,581 234,4941,684 1,647249,509250,771中学校

(1.0%)(1.0%)(98.6%)(98.5%)(0.4%)(0.4%)

4,174 4,340413,280 413,3211,855 1,857419,309419,518小学校

(77.5%)(77.6%)(22.2%)(22.0%)(0.3%)(0.3%)

86,147 85,93124,741 24,424335 337111,223110,692幼稚園

昨年度
参考

昨年度
参考

昨年度
参考

昨年度
参考

私立公立国立総数

教員数（国・公・私立学校）
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文部科学省調べ【小学校】 355,134人 44.5歳
【中学校】 202,349人 44.3歳

【合計】 557,483人 44.4歳

4,174
6,445

7,997
9,206

9,820
10,172

10,995
11,162

10,741
10,267

10,910

12,879
12,878
12,722

13,204
14,595

15,999
14,635

15,919
17,693

18,328
19,209

20,266
21,465

22,697
24,323

23,943
23,135

22,069
21,024

18,843
16,274

14,270
12,900

11,679

31
14
0

0

12,224
11,717

10,659

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000

20歳(平成61年度退職）
21歳(平成60年度退職）
22歳(平成59年度退職）
23歳(平成58年度退職）
24歳(平成57年度退職）
25歳(平成56年度退職）
26歳(平成55年度退職）
27歳(平成54年度退職）
28歳(平成53年度退職）
29歳(平成52年度退職）
30歳(平成51年度退職）
31歳(平成50年度退職）
32歳(平成49年度退職）
33歳(平成48年度退職）
34歳(平成47年度退職）
35歳(平成46年度退職）
36歳(平成45年度退職）
37歳(平成44年度退職）
38歳(平成43年度退職）
39歳(平成42年度退職）
40歳(平成41年度退職）
41歳(平成40年度退職）
42歳(平成39年度退職）
43歳(平成38年度退職）
44歳(平成37年度退職）
45歳(平成36年度退職）
46歳(平成35年度退職）
47歳(平成34年度退職）
48歳(平成33年度退職）
49歳(平成32年度退職）
50歳(平成31年度退職）
51歳(平成30年度退職）
52歳(平成29年度退職）
53歳(平成28年度退職）
54歳(平成27年度退職）
55歳(平成26年度退職）
56歳(平成25年度退職）
57歳(平成24年度退職）
58歳(平成23年度退職）
59歳(平成22年度退職）
60歳(平成21年度退職）

61歳以上

(人)

小学校

中学校

公立小・中学校年齢別教員数（平成22年3月31日）
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所有免許状別教員構成等

74.9%24.2%高等学校

4.8%89.4%5.4%中学校

14.7%80.2%3.2%小学校

73.7%21.0%0.4%幼稚園

二種免許状一種免許状専修免許状区 分

73.7

14.7

4.8

21.0

80.2

89.4

74.9

0.4 3.2 5.4

24.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

幼稚園 小学校 中学校 高等学

割
合

専修

一種

二種

<現職教員の免許状種別保有者割合＞
（平成19年度）

0.7%1.7%3.5%短期大学等

23.4%12.8%6.1%大学院

63.3%59.7%49.5%一般大学

12.6%25.8%41.0%教員養成系大学・
学部

高等学校中学校小学校区 分

<公立学校教員採用者の学歴別内訳＞
（平成21年度）

41

25.8

12.6

49.5

59.7

63.3

3.5
1.7

0.7

6.1
12.8

23.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

小学校 中学校 高等学校

大学院

短期大学等

一般大学

教員養成系
大学・学部
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免許状取得者数及び教員採用者数について

４０，１５６１１７，９０３平成１７年度

２６，８９５１１５，６６９平成１１年度

３３，５８６１２８，３４２平成５年度

４４，２２８１４２，１５２昭和６２年度

５６，５９１１６８，４３３昭和５６年度

５３，４１３１５２，９１５昭和５０年度

３６，７４７ ※１３１，９７３昭和４４年度

３２，９３６４９，４６４昭和３９年度

教員採用者数（人）免許状取得者数（人）授与年度

●免許状取得者数：教職員課調べ
●教員採用者数：学校教員統計調査（採用年度は授与年度の翌年度）

調査対象は国・公・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校・聾学校・養護学校（現在の特別支援学校）、中等教育学校
ただし、※の調査対象は、公立の小学校、中学校、高等学校、盲学校・聾学校・養護学校（現在の特別支援学校）及び私立の幼稚

園、高等学校

1，6562，0885,025

高等学校中学校小学校

・平成１８年度教員免許状取得者数
（教職員課調べ）

・平成１８年度国公私立学校教員採用者数（新卒者）
（学校教員統計調査）

73,50951,19016，576

高等学校中学校小学校

＜参考＞
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国立の教員養成大学・学部の入学定員（平成22年度）

入学定員 入学定員

教 員 養 成
課 程

新 課 程 計
教 員 養 成
課 程

新 課 程 計

1 北 海 道 教 育 700  510  1,210  23 滋 賀 180  60  240  
2 弘 前 170  70  240  24 京 都 教 育 300  0  300  
3 岩 手 160  90  250  25 大 阪 教 育 525  405  930  
4 宮 城 教 育 345  0  345  26 兵 庫 教 育 160  0  160  
5 秋 田 100  190  290  27 奈 良 教 育 180  75  255  
6 茨 城 250  100  350  28 和 歌 山 145  40  185  
7 宇 都 宮 150  60  210  29 島 根 170  0  170  
8 群 馬 220  0  220  30 岡 山 280  0  280  
9 埼 玉 480  0  480  31 広 島 180  315  495  

10 千 葉 420  35  455  32 山 口 130  110  240  
11 東 京 学 芸 735 335 1,065  33 鳴 門 教 育 100  0  100  
12 横 浜 国 立 230  230  460  34 香 川 130  70  200  
13 新 潟 220  150  370  35 愛 媛 120  100  220  
14 上 越 教 育 160  0  160  36 高 知 100  70  170  
15 金 沢 100  0  100  37 福 岡 教 育 480  150  630  
16 福 井 100  60  160  38 佐 賀 90  150  240  
17 山 梨 100  100  200  39 長 崎 240  0  240  
18 信 州 230  50  280  40 熊 本 230  60  290  
19 岐 阜 215  35  250  41 大 分 100  145  245  
20 静 岡 300  100  400  42 宮 崎 150  80  230  
21 愛 知 教 育 643  232  875  43 鹿 児 島 240  35  275  
22 三 重 145  55  200  44 琉 球 100  90  190  

合 計 10,498 4,357 14,855

大 学 名 大 学 名
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教職大学院の概要

① 実務家教員（教職等としての実務経験のある教員）を必要専任教員の４割以上置くことが、法令上
規定されている。

② 既存の修士課程では学生が専門分野の研究に従事しているが、教職大学院では研究指導を受け
ることや修士論文の提出が義務づけられていないため、教職としての高度な実践力・応用力を備えた
教員の養成に資する。

③ なお、大学は７年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務づけられているが、さらに、教職大
学院は５年に１回、分野別の認証評価が義務づけられている。

１．教職大学院の特性（既存の修士課程との違い）

２．教職大学院の具体的な仕組み

① 修業年限 ： 標準２年
② 修了要件 ： ２年以上在学し、４５単位以上修得。１０単位以上は学校等での実習を義務化。

③ 教育課程・方法 ： 事例研究、フィールドワーク等を積極的に導入した「理論と実践の融合」による

体系的授業科目
④教員組織 ：必要専任教員数最低１１人(うち実務家教員４割以上)

※ 専任教員一人当たりの学生数（２１年度）：３名

840251519計

1956024私立

645191315国立

入学定員計22年度21年度20年度区分

【教職大学院（専門職学位課程）の設置状況】
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○ 教職大学院

○ 修士課程(国立大学教員養成系)

設置
年度

研究科・専攻名 入学定員(人) 位　　置
設置
年度

研究科・専攻名 入学定員(人) 位　　置

1 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 45 北海道 20 21 教職研究科　教職実践専攻 30 千葉県

2 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 32 宮城県 21 20 教職研究科  教職専攻 25 東京都

3 21 教育実践研究科　教職実践専攻 20 山形県 22 20 教育学研究科　教職専攻 20 東京都

4 20 教育学研究科　教職リーダー専攻 16 群馬県 23 21 教職研究科　教職実践専攻 30 東京都

5 20 教育学研究科　教育実践創成専攻 30 東京都 24 20 教職研究科 高度教職実践専攻 70 東京都

6 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 50 新潟県 25 20 初等教育高度実践研究科  初等教育高度実践専攻 20 静岡県

7 20 教育学研究科　教職開発専攻 30 福井県

8 22 教育学研究科　教育実践創成専攻 14 山梨県

9 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 20 岐阜県

10 21 教育学研究科　教育実践高度化専攻 20 静岡県

11 20 教育実践研究科　教職実践専攻 50 愛知県

12 20 京都教育大学大学院 連合教職実践研究科　教職実践専攻 60 京都府

13 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 100 兵庫県

14 20 教育学研究科　教職開発専攻 20 奈良県

15 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 岡山県

16 20 学校教育研究科　高度学校教育実践専攻 50 徳島県

17 21 教育学研究科　教職実践専攻 20 福岡県

18 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 長崎県

19 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 28 宮崎県

25大学 840人

早稲田大学大学院

常葉学園大学大学院

大　学　院　名

聖徳大学大学院

創価大学大学院

玉川大学大学院

帝京大学大学院

大　学　院　名

山形大学大学院

上越教育大学大学院

奈良教育大学大学院

宮城教育大学大学院

群馬大学大学院

東京学芸大学大学院

北海道教育大学大学院

岡山大学大学院

福井大学大学院

岐阜大学大学院

愛知教育大学大学院

兵庫教育大学大学院

静岡大学大学院

山梨大学大学院

宮崎大学大学院

長崎大学大学院

鳴門教育大学大学院

福岡教育大学大学院

教職大学院及び修士課程（教員養成系）の現状（平成22年度）

設置大学数 研究科数 専攻数 入学定員(人) 備考

(3) (3) (8) (700)

45 45 173 3,333

(　)内は新教育大学の
大学院に係る内数
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②設置計画履行状況等調査（アフターケア）

平成21年度調査対象の全24大学に実地調査を実施。
２４大学中、留意事項を付された大学・・・20大学

【主な留意事項】
・教員委員会との連携 ・実習体制の整備等 ・入学者の確保

①認証評価

大学には7年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務付け。
さらに、教職大学院には、5年に1回、分野別の認証評価を義務付け。

★教員養成評価機構が行う認証評価には、 大学サイドに加え、

・全国都道府県教育長協議会 ・全国連合小学校校長会
・全日本中学校長会 ・全国高等学校長協会
・全国特別支援学校長会 ・（社）日本PTA全国協議会 等の学校関係者が参加予定

○ 教職大学院に関する認証評価機関として、平成２２年３月に、「教員養成評価機構」が
認証評価団体として認証され、平成２２年度から認証評価を実施する予定。

○ 「教育の課程と方法」、「教育の成果・効果」、「教育委員会及び学校等との連携」
などの項目について評価。

教職大学院の質の保証
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